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１．知見のとりまとめについて

・東日本大震災における対応や被災状況をとりまとめるとともに、被害状況とその要因等について整理・分析を行い、今後の地震対策に資す
る知見をとりまとめる。

＜とりまとめ項目（案）＞
１．地震及び被害概要

・ 震源・震度分布
・ 地震動の特性

（最大加速度及び応答スペクトル、地震動継続時間、余震の発生状況）
・ 地殻変動（垂直、水平）
・ 被害の概要（被災数、被災箇所、余震と被災数の分析等）

２．平成２３年度出水期に向けた対応
●被災堤防の緊急的な復旧
・ 被災規模別にみた緊急的な復旧工法の概要
・ 緊急的な復旧の実施状況

●被災・復旧状況を踏まえたＨ２３出水期間中の対応
・ 出水期対応の基本方針
・ 洪水予報等における基準水位の見直し
・ 重要水防箇所の見直し
・ 河川巡視、点検のあり方
・ 水防工法の的確な対応
・ 出水期間中における余震被害への対応

３．平成２４年度出水期に向けた対応
●本格復旧について
・ 本復旧にあたっての基本方針
・ 既設対策工の効果
・ 主な地震対策工法とその効果
・ 被災要因タイプ別の本復旧工法
・ 復旧工法検討時の留意事項

●本格復旧後のソフト対応について
・ 堤体健全性の確認
・ 洪水予報等の基準水位及び重要水防箇所等の再見直し

４．今後の地震対策―今回の被災を踏まえた今後の地震対策への知見等―
・ 堤防被災の分析（被災の素因の整理・分析）
・ 分析結果から得られた知見
・ 地震発生時の対応
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●被災・復旧状況を踏まえた
出水期間中の対応

●被災堤防の緊急的な復旧

●地震及び被災状況の把握

Ｈ２３出水期に向けた対応

素因整理

被災への対応

分析

被災状況から得られた知見

●今後の地震対策に資する知見とりまとめ

関東地方河川堤防復旧技術等検討会

河川堤防耐震対策緊急検討委員会

今回の地震を踏まえた今後の河川堤防の耐震対策の方向性

●本格復旧後のソフト対応
について

●本格復旧

Ｈ２４出水期に向けた対応



２．被災状況と要因の分析方針

・知見のとりまとめのため、下記項目で被災状況と地質や堤防の状況等の整理を行う

２

各整理項目とその着眼点

素因の分析・検討
（素因：地盤条件や堤防形状など堤防被災の発生

要因の一つとして想定されるもの）

被災河川の堤防被災箇所における調査

整理・分析項目の決定

整理項目 着眼点

被
災
状
況

１）被災位置

・被災の形態と程度等を整理し、被災の傾向を分析する
際に必要な指標。

２）液状化の発生状況

３）被災規模

４）被災形態

５）堤防沈下量

※堤防天端クラック深さ

素
因
分
析
指
標

６）構造物箇所
・土と特性の異なるコンクリート構造物等の存在により被
災しやすくなる可能性があると推定。

７）堤防特性
・堤防高が高い、堤防法面の勾配が急であるなどの形そ
のものに被災しやすさの素因が内在されている可能性が
あると推定。
・堤防表や裏敷高が高いと堤防内の浸潤線が高まり、堤
体内の液状化が起きやすくなる可能性があると推定。

※堤防高

※堤防敷幅

※堤防表敷高（裏敷高）

８）基礎地盤特性
・旧河道や氾濫平野など地下水が集まりやすい場所の上
では被災しやすくなる可能性があると推定。

９）被災履歴
・経験則として過去に被災した箇所は再度被災する可能
性があると推定。

１０）既設対策工 ・既設対策工の効果やその程度等が把握できると推定。

１１）重要水防箇所
・河川管理上や水防上注意を要すると認識された箇所が
被災しやすい可能性があると推定。

１２）堤内地状況
・堤内地に道路、家屋及び水田がある場合に被災状況に
有意な差が存在する可能性があると推定。

※耐震点検（Ｌ１照査） 照査結果と被災状況との評価が可能。

※耐震点検（Ｌ２照査） 照査結果と被災状況との評価が可能。

被
災
箇
所
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お
け
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調査結果の分析

関東地整管内河川の素因項目の調査管
内
河
川
の
調
査

被災状況（実績）から得られる知見の整理
着色部分は被災河川において収集済み
※印の項目は今後追加収集予定
※２整理にあたっては、別途設置している「液状化対策検討会議」の検討内容を反映。

※２


